
（単位：千円）

科　　目 金　額 科　　目 金　額

流動資産 19,538,169 流動負債 5,394,737

　　　現金及び預金 1,256,910 　　　買掛金 224,687

　　　売掛金 54,698 　　　リース債務 61,632

　　　契約資産 22,213 　　　未払金 615,011

　　　リース投資資産 671,871 　　　未払費用 100,172

　　　販売用土地建物 10,210,066 　　　未払法人税等 609,013

　　　未成工事支出金 19,956 　　　契約負債 2,183,897

　　　前払費用 103,146 　　　預り金 640,444

　　　関係会社預け金 7,102,541 　　　賞与引当金 817,225

　　　その他 97,148 　　　役員賞与引当金 34,300

　　　貸倒引当金 △ 383 　　　その他 108,352

固定資産 4,245,236

固定負債 3,022,059

　有形固定資産 1,599,959

　　　建物 1,128,663 関係会社長期借入金 155,000

　　　構築物 24,804 　　　リース債務 668,117

　　　工具、器具及び備品 24,829 　　　長期前受収益 1,601

　　　土地 410,519 　　　預り敷金 1,652,213

　　　リース資産 11,142 　　　退職給付引当金 373,272

　　　資産除去債務 130,583

　無形固定資産 393,917 　　　その他 41,272

　　　ソフトウェア 109,229

　　　電話加入権 8,262

建設仮勘定 274,331

　　　その他 2,094 負債合計 8,416,797

　投資その他の資産 2,251,358 株主資本 15,367,765

　　　敷金 759,977

　　　差入保証金 13,435 　資本金 729,500

　　　長期前払費用 30,166

　　　繰延税金資産 1,042,139 　資本剰余金 247,500

　　　その他 415,278 　　　資本準備金 247,500

　　　貸倒引当金 △ 9,639

　利益剰余金 14,390,765

　　　利益準備金 62,500

　　　その他利益剰余金 14,328,265

　　　　 別途積立金 1,170,000

　　　　 繰越利益剰余金 13,158,265

評価・換算差額等 △ 1,156

　　　土地再評価差額金 △ 1,156

純資産合計 15,366,608

資産合計 23,783,406 負債・純資産合計 23,783,406

(注)金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

資　産　の　部 負　債　の　部

貸　借　対　照　表
（ 2024年 3月31日現在 ）

純　資　産　の　部



（単位：千円）

科　　目

  売上高 49,648,820

　売上原価 38,362,219

　　　売上総利益 11,286,600

　販売費及び一般管理費 8,020,681

　　　営業利益 3,265,918

　営業外収益

　　受取利息及び配当金 1,230

　　その他営業外収益 1,580 2,811

　営業外費用

　　支払利息 309

　　その他営業外費用 17,564 17,874

経常利益 3,250,855

　特別利益 -

　特別損失

　　固定資産除売却損 17,534 17,534

　　　税引前当期純利益 3,233,320

　法人税、住民税及び事業税 956,862

　法人税等調整額 76,533 1,033,396

　　　当期純利益 2,199,923

　(注)金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

損　益　計　算　書
（ 自 2023年 4月1日    至 2024年 3月31日 ）

金　　額



（単位：千円）

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 729,500 247,500 247,500 62,500 1,170,000 11,498,897 12,731,397 13,708,397

当期変動額

　当期純利益               -               -               -               -               - 2,199,923 2,199,923 2,199,923

　剰余金の配当               -               -               -               -               - △ 540,555 △ 540,555 △ 540,555

当期変動額合計               -               -               -               -               - 1,659,368 1,659,368 1,659,368

当期末残高 729,500 247,500 247,500 62,500 1,170,000 13,158,265 14,390,765 15,367,765

当期首残高
              - △ 1,156 △ 1,156 13,707,240

当期変動額

　当期純利益               -               -               - 2,199,923

　剰余金の配当               -                  -                  - △ 540,555

当期変動額合計
              -                  -                  - 1,659,368

当期末残高
              - △ 1,156 △ 1,156 15,366,608

　(注)金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

純資産合計その他有価証
券評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書
（ 自 2023年 4月1日    至 2024年 3月31日 ）

資本金

資本剰余金

株主資本
合計資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金

株主資本

利益剰余金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計



１．有形固定資産及び無形固定資産の明細
（単位：千円）

区分 資産の種類
期首

帳簿価額
当期増加額 当期減少額 当期償却額

期末
帳簿価額

減価償却
累計額

期末
取得原価

　　　建物 1,187,449 64,839 12,829 110,795 1,128,663 2,093,778 3,222,442

　　　構築物 28,681 -              -                  3,877 24,804 26,484 51,288

　　　工具、器具及び備品 31,242 5,334 626 11,120 24,829 98,816 123,646

　　　土地 343,137 67,381                          -                 - 410,519 -              410,519

　　　リース資産 15,447                 -                 - 4,305 11,142 10,619 21,762

　　　建設仮勘定 1,600                            - 1,600                            - -              -              -

計 1,607,559 137,555 15,056 130,098 1,599,959 2,229,698 3,829,658

ソフトウェア 149,534 7,400                            - 47,704 109,229

電話加入権 8,262                 -                 -                 - 8,262

その他 69,826 207,629        224              806 276,425

計 227,623 215,029        224              48,510 393,917

２．引当金の明細
（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

10,129 2,569 2,676 10,022

687,897 817,225 687,897 817,225

27,600 34,300 27,600 34,300

676,429 510,150 813,307 373,272

　(注)　 計上の理由及び金額の算定方法については、重要な会計方針に注記しております。
　(注)　 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

附属明細書
（自 2023年 4月1日    至 2024年 3月31日）

有
形
固
定
資
産

無
形
固
定
資
産

　　　退職給付引当金

区分

　　　貸倒引当金

　　　役員賞与引当金

　　　賞与引当金



３．販売費及び一般管理費の明細

（単位：千円）

科　　　目 金　額

役 員 報 酬 70,900

役 員 賞 与 引 当 金 繰 入 額 34,300

給 料 手 当 3,559,074

賞 与 引 当 金 繰 入 額 730,271

退 職 給 付 費 用 169,256

法 定 福 利 費 631,153

福 利 厚 生 費 142,804

賃 借 料 372,448

事 務 機 器 賃 借 料 225,618

消 耗 品 費 66,725

旅 費 交 通 費 202,027

通 信 費 83,330

広 告 宣 伝 費 485,887

水 道 光 熱 費 23,415

支 払 手 数 料 129,791

交 際 費 28,630

租 税 公 課 643,483

減 価 償 却 費 71,017

販 売 手 数 料 233,420

そ の 他 117,124

計 8,020,681

(注)金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）販売用土地建物及び未成工事支出金の評価基準及び評価方法は、個別法に基づ

く原価法によっております。（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）

（２）有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法は定率法（ただし、1998

年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）によっております。

なお、事業用借地権に係る賃貸用有形固定資産については、借地契約期間に基

づく定額法によっております。

（３）無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法は、定額法によっており

ます。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

（４）所有権移転外ファイナンス・リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。

（５）貸倒引当金は、営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

て貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（６）賞与引当金は、従業員の賞与の支給に充当するため、当事業年度に負担すべき

支給見込額を計上しております。

（７）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務見込額及び年金資産残高に基づき計上しております。数理計算上の

差異は発生年度に一括処理しております。

（８）役員賞与引当金は、役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

（９）収益及び費用の計上基準

不動産販売に係る収益

当社は、不動産の販売をおこなっており、不動産の販売については不動産

の引渡等において顧客が当該不動産に対する支配を獲得し、履行義務（不動

産の引渡）が充足されると判断し、収益を認識しております。

不動産売買仲介手数料に係る収益

当社は、不動産売買における仲介事業をおこなっており、不動産の引渡し

が完了した時点において顧客が当該不動産に対する支配を獲得し、履行義務

（不動産売買の仲介）が充足されると判断し、収益を認識しております。

不動産賃貸に係る収益

当社は、不動産の賃貸をおこなっており、不動産の賃貸におけるサービス

の提供は継続的に提供しており履行義務は一定の期間にわたり充足されると

判断していることから、サービスの提供に応じて収益を認識しております。



工事契約に係る収益

当社は、主にリフォーム及び大規模修繕工事の請負をおこなっており、履

行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しております。

なお、履行義務の充足に係る進捗率については、工事原価の発生状況と直接

関係があるため、予測される総工事原価に対する発生した工事原価の比率を

使用しております。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を

充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については、一定

の期間にわたり収益を認識せず、引渡時点において履行義務が充足されると

判断し、当該時点で収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記

該当する事項はございません。

３．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方

針に係る事項に関する注記（９）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

４．会計上の見積りに関する注記

   該当する事項はございません。

５．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額                                          2,229,698 千円

（２）関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権                29,249 千円

長期金銭債権                38,269 千円

短期金銭債務                215,307 千円

長期金銭債務               161,846 千円

（３）土地再評価法の適用

当社は、「土地の再評価に関する法律」（平成 10年３月 31日公布法律第 34 号

最終改正 平成 13 年３月 31 日）に基づき、2002 年３月 31 日に事業用の土地

の再評価を行っております。

なお、再評価差額については、「土地再評価差額金」として純資産の部に計上し

ております。

① 土地再評価法第 3条 3項に定める再評価の方法

 「土地の再評価に関する法律施行令」第 2条第 4号に定める地価税法第 16

条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算出する

ために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に合理的な調

整を行って算出する方法によっております。

② 再評価を行った年月日           2002年 3月 31日

③ 再評価前の帳簿価額               9,601 千円



④ 再評価後の帳簿価額                8,444 千円

         なお、当該事業用土地の当事業年度末における時価の合計額は、再評

価後の帳簿価額の合計額を 1,144 千円下回っております。

６．損益計算書に関する注記

（１）関係会社との取引高（区分表示したものを除く）

営業取引高

        売上高                672,529千円

                           売上原価               194,737千円

                   販売費及び一般管理費   201,704千円

営業取引以外の取引による取引高

    受取利息その他       1,446千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式               1,294,000株

（２）剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額
決       議 株式の

種類

配当金の

総額(千円)

配当の原資 基  準  日 効 力 発 生 日

2023 年 6 月 28 日

書面決議

普通株式 540,555 利益剰余金 2023 年 3 月 31 日 2023 年 6 月 28 日

②基準日が当事業年度に属する配当の内、配当の効力発生日が翌事業年度となる

もの
決       議

( 予 定 )

株式の

種類

配当金の

総額(千円)

配当の原資 基  準  日 効 力 発 生 日

2024 年 6 月 26 日

書面決議

普通株式 769,981 利益剰余金 2024 年 3 月 31 日 2024 年 6 月 26 日



８．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

         繰延税金資産

固定資産償却超過額                   433,517 千円

賞与引当金                  249,907 千円

退職給与引当金                114,146千円

消費税損金不算入額                     69,627 千円

賞与引当金に係る法定福利費          34,011千円

未払事業税                    34,037 千円

その他                                   145,984 千円

繰延税金資産小計                         1,081,232 千円

評価性引当額                       △34,437千円

繰延税金資産合計                           1,046,795 千円

繰延税金負債合計                              4,655 千円

繰延税金資産の純額                         1,042,139 千円

９．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、親会社及び金融機

関等からの借入により資金を調達しております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

2024 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

（１）リース投資資産 671,871 671,871 －

（２）敷金 759,977 744,610 △15,367

資産計 1,431,849 1,416,481 △15,367

（１）リース債務 729,749 729,749 －

（２）預り敷金 1,652,213 1,624,302 △27,910

負債計 2,381,963 2,354,052 △27,910

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

「現金及び預金」、「売掛金」、「契約資産」、「関係会社預け金」、「買掛金」、「未払金」、

「未払法人税等」、「契約負債」、「預り金」については、現金は注記を省略しており、

その他については短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記

を省略しております。

資 産

   （１）リース投資資産

        リース投資資産の時価は、同一の残存期間で同条件のリース契約を締結す

る場合の金利を用いて、元利金の合計額を割り引く方法によって見積もって



おります。

（２）敷金

敷金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの

期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっており

ます。

負 債

（１）リース債務

    リース債務の時価は、同一の残存期間で同条件のリース契約を締結する場

合の金利を用いて、元利金の合計額を割り引く方法によって見積もってお

ります。

（２） 預り敷金

預り敷金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに債務額を返済

までの期間に応じた利率により割り引いた現在価値によっております。

１０．賃貸等不動産に関する注記

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、大阪府その他の地域において、賃貸用のマンション、事務所、

アパート、工場等を有しております。

（２）賃貸等不動産の時価等に関する事項

                             （単位：千円）

貸借対照表計上額 時  価

1,444,853 2,925,353

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を

控除した金額であります。

（注２） 当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定

した金額であります。



１１．関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主等

属性

氏名

又は

会社

等の

名称

所

在

地

資本金

又は

出資金

事業

の

内容

議決権

等の

所有

割合

関係内容

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

役

員

の

兼

任

等

事業上の

関係

会社

大和

ハウ

ス工

業㈱

大

阪

市

北

区

161,957

百万

建設

業

被所有

100%
-

不動産の

販売及び

サービス

の提供

（注１）

（注２）

不動産の販売、

仲紹介及び賃貸
672,529

売掛金 28,936

敷金 24,520

預り敷金 6,846

資金の預

け入れ及

び借り入

れ

資金の預け入れ

（注 3）

5,903,148 関係会社

預け金

7,102,541

利息の受け取り 450 - -

資金の借り入れ
155,000 長期借入

金

155,000

利息の支払い
108 - -

取引条件及び取引条件の決 定方針等

（注１） 近隣の取引実勢に基づいて決定しております。

（注２） 市場価格を勘案して一般取引と同様に決定しております。

（注３） 期中平均残高を記入しております。

１２．1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額        11,875円 27 銭

1株当たり当期純利益       1,700円 09 銭

１３．追加情報に関する注記

該当する事項はございません。




